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「労働の人間化」は労働生活の質の向上（ｐ邑身・｛三・島冒、巨帛の）Ｃ三Ｆ）とともに広く使用される用語である
が、その概念には合意がない。これは、「人間」「生活の質」といった、日常使用されながら共通理解が容易でない語
を含んでいることからも、予想されるところである。学際的な問題領域であることや、関係主体が複数であることも、
共通的な概念が定着し得なかった理由である。
日本に労働の人間化が紹介されるに当って、当然概念の検討が試みられている。その最初のものは、日本ＱＷＬ委
員会『欧米諸国におけるＱＷＬ問題』で、外国人の考え方として、ウォルトン（宛一○冨昼二“］８口）、ヘリックーマコピー
（Ｚ２－ｐ・国の三．【》三・言の］言四・８耳）、デラモットーウォーヵー（田ぐの⑫Ｃの一色目・耳の．【の目の姜三四一穴の【）、国際ＱＷＬ
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認するとすれば、どのような観点によって統一的に把握するかが問題となる。統一性を支える理論が特定の学問的専
門領域である場合は、この専門領域外からの納得が容易に得難い。他方、学際的統一理論も形成されていない。また
労働の人間化を特定の問題に限定する立場もあるが、これは対象を作業組織ないし職務の編成におくものである。し
かし、この場合は、このように狭く限定することに疑義が表明される。
しかし、概念が不明確とはいえ、一般に労働の人間化を目指すとみられる管理や政策が採用され、一定の事実が蓄
積されている。そこで、これらの事実を出発点として、それを支える論理を見出し、改めて出発点とした事実を評価
し直すという研究方針が考えられる。このためには、まず労働の人間化に実際上影響を与えたと推定される論文など
の論理を明らかにする必要がある。
まず、日本ＱＷＬ委員会は、武澤信一を中心とする研究者グループで、その実際的影響は必ずしも大きいとは言え
なかったが、日本へ労働の人間化を紹介した点で無視し得ない。前掲文書は、経済の発展の程度に応じ、労働の公平
性、生産性、人間性が、労働問題の中心課題となるとみなす。この際、労働における人間性は、行動科学的に把握さ
れ、労働そのものの内容を重視し、労働において個性化、自主的コントロールを目指すものである［１〕五）。日本
ＱＷＬ委員会は、国際ＱＷＬ委員会の日本版で、武澤はそのメンバーであった。国際ＱＷＬ委員会は、社会・技術シ
ステム論に依拠する人々を核とし、作業組織の改善を主たる活動領域とし、情報交換、会議、セミナーなどの国際活
動を行ってきた。この国際ＱＷＬ委員会は、一九七一一年の国際会議（岳の百〔の目昌・日］０．口［のＨのロ・の。ｐｐｇ］ご・帛
二・烏旨、巨帛①）をうけて設立されたが、この会議における、ヘリックーマコピーの報告を参照し、労働における保障、
公平、個性化、民主化がＱＷＬの内容であるが、前二者は別に十分取扱われて来ているので、個性化および民主化に、
この点から言うと、アメリカにおいて独自な仕事の改善の経験があり、国際ＱＷＬ委員会のメンバーでもあるウォ
ルトンの所説は、統一的説明を与えている点で重要である（〔４〕）。彼の説は、日本の労働の人間化に関する書物や論
文でももっとも広く引用されてきた。前掲の会議への報告によれば、労働の極めて広い領域が包括的に労働生活の質
の範囲に入る。すなわち、①十分で公正な報酬、②安全で健康な作業環境、③人間能力を利用・発展させる直接的機
会、④継続的成長の機会と所得、雇用保障、⑤作業組織における社会的統合、⑥作業組織における民主的権利、⑦労
働と生活全体との調和、③労働生活の社会的意義、以上の八基準から構成される。彼の説明では、さらに細かく分類
されているものもあり、労働のあらゆる側面が含まれている。このうち③ｌ⑤が職務設計に対応する部分と言えよう。
これらの基準は、過去および現在の、アメリカにおける労働問題とそれに対する改善策を網羅しているようであるが、
彼は理論的にはエリクソン（厚岸四・同国丙印・ロ）の心理学を参照していると述べている。すなわち、エリクソンが、人
間
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委員会の活動の重点をおくとの決定を行った（〔１〕一七）。
ヘリックーマコピーは、労働の人間化の四つの領域をあげたが、その内容を例示すれば次のとおりである。保障（安
全と健康、所得、雇用）、公平（公正な報酬と所得格差、団体交渉の関連機能、利潤分配、熟練と知識に応じた賃金）、
個性化（職業能力の発展、クラフッマンシップ、自律）、民主化（意思決定への参加、機械への従属の廃止、非権威主
義）。これらの四つの原則は、労働者と社会の最大限の福祉（葛の］」‐ずの旨、）を実現するとしているが、この四原則がど
のように統一されるかについては論じられておらず、また、労働者の福祉と社会の福祉の一致の論理も展開されてい
ない［３〕）。
最後に、イギリスにおける労働の人間化に関する公共政策の出発点となった、Ｎ・Ａ。Ｂ・ウィルソンの『労働生
活の質について』と題する報告は、主題を、労働における能率、労働における満足、両者の関係、仕事に関する技術
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一九七○年代の初め頃労働の人間化の概念の普及に貢献した国際労働研究所の当時の所長、ウォーカー（【の目の吾
司・望三四一【の『）はフランスに労働の人間化を紹介したデラモット（円く①、Ｃ①一回目・茸の）と共同で「労働の人間化と労働生
活の質ｌ傾向と問題」（〔５〕）を書いた．この論文は労働の人間化の規定を明快に行なったわけではないが、広狭、
新旧といった重層的な定義をしたと解される。すなわち、国際労働研究所の設置者である、ＩＬＯの「労働は商品で
ない」との原則をほぼ労働の人間化と同義とみなす。そうするとＩＬＯが、この原則の実現として行ってきた、物的
作業条件の保護、伝統的労働条件の向上、社会保障、労働者の諸権利の擁護拡大、有意味で満足し得る仕事と意思決
定への参加についての労働者の要求への配慮は、労働の人間化の、これまでに現われた分野と政策をほぼ指し示すこ
ととなる。二人の著者は、より厳格には、仕事の内容と環境が、人間の尊厳を保ち得るようなものであり、労働者が
これらに影響を与えうる権限をもち、市民および個人として生活がこれらによって害されないことを労働の人間化と
みなす（と解される）記述を行なっている。これは、労働の人間化を歴史的な、広範な展望で把握するとともに、新
しい、特定の焦点があること指摘するものである。論文の主要部分は、この特定の焦点として新しい作業組織を扱っ
み
な
す
しい、』
ている。
などの環境的要素の影響を取扱っている（〔６〕）。ウィルソンは心理学者であったから、おのずから視野が限定され
た
。
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る。狭く労働の人間化を限定した例である。ウィルソンの見解は個人の欲求の実現と組織体の目的の実現が、同時に
可能となることが望ましいとみなす組織観と共通している。
以上、三つの定義を紹介したが、労働生活の質の対象範囲を労働に関するあらゆる改善の課題を包括する広義のも
のから、職務満足に狭く限定するものがあり、基礎とする専門学問分野も拡散していた。
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る。そこで、労働の人間化とみられる事実から直接に、その概念を導くことを考えよう。そのためのひとつの有効な
方法は、国際機構の政策を分析することである。関連国際機構では、構成国の種々の背景の違いと、労働組合、使用
者団体および政府の見解が、政策形成過程で反映される。政策形成の初期には専門家の意見も徴されるから、各種の
理論の差も調整されると考える。労働の人間化に関わってきた国際機構は、ＯＥＣＤ、ＥＣ、およびＩＬＯであるの
で、順次これを検討することとする。
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一九六○年代に積極的労働力政策を打ち出し、また所得政策に関心を示したＯＥＣＤは、七○年代に入ると「労働
の人間化」に関連した諸会議を精力的に開いた。それを締め括るものとして表題の政策が七七年に確立した。ＯＥＣ
Ｄは、用語として「労働生活の質」を利用することが多いが、経営的概念として、企業内環境（百回目百呂巨の三ｍ一
因三門・ロ日の目）も用いられ、また、七七年の政策は、職場生活（］・三由の．Ｅ【の日毫・烏）を対象とした。これは、職
場
に
お
け
る
生
活
を
人
間
的
側
面
か
ら
と
ら
え
る
も
の
で
あ
る
と
さ
れ
る
。
ＯＥＣＤは、経済問題を中心とする一般的政策の一環として、労働などの社会的問題を取扱ってきた。労働の人間
化に関連しては、一九七○年代前半を中心に、専門家会議、政・労・使を対象とするセミナーや会議を数多く開催し、
強い関心を示した。これらの諸会合のうちで重要なものをあげれば、「労働者の新しい態度と動機づけ」に関する経
営専門家会議（一九七一年五月）、「作業組織における前進」国際経営セミナー（七三年四月）「職場における生活の
質」地域労働組合セミナー（七四年五月）、「変化する産業社会における労働」国際会議（七四年十月）がある（〔１〕ｌ
〔４〕）。第一の経営専門家会議は、新しい世代の労働者は、その受けた教育により、権威を否定する態度を示してお
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り、経営者はこれに対応して、合意により統合する施策（協議、統合に向けた教育、事前の情報提供を中心とする）
をとることが有効であるとした。第二の経営セミナーは、新作業組織、参加などの事例の検討を行ったもので、ハン
ソン（閃の旨①国目のの。ご）によるまとめは、新しい組織は、社会全体の変化への対応として導入され、生産性と職務満足
を目的とし、経営の姿勢の変更、職務設計および作業組織の変更、およびフォーマルな労働者代表制の変更を前進の
共通な特徴としている。第三の労働組合のセミナーでは、議長（オーストリア労働組合総同盟書記長）によって、労働
の人間化は、労働組合にとって、職場における危険からの保護、健康の保護（精神的ストレスに対するものも含む）
労働時間、休日、作業速度などの雇用条件の改善、職務内容の改善と労働を通ずる自己実現、作業組織に関するすべ
ての決定への参加（労働組合によるものを含む）などの課題を意味するとし、労働組合として労働の人間化を要求す
るとした。このセミナーにおいて、労働組合は労働の人間化の推進に意欲的であった。これは、反対の組合が参加し
ていなかったことにもよるが、労働の人間化の範囲が広いこと、労働の人間化の有力な方法が人間工学であることと
関連しているようである。第一一の経営セミナーのまとめでスウェーデンの研究者ハンソンが、社会・技術システム論
の方法に依存したのと対照的である。労働組合のセミナー出席者の中には、社会・技術システム論に強く疑念を表明
した者もいた。第四の会議は、政・労・便と研究者を集めて行われ、｜連の会合のうちもっとも大規模なものであり、
新作業組織などについては賛否双方の意見をもつ者が会合した。バーバシ（］：岸田胃冨：）のまとめによれば、労働
は単なる生活のための方便ではない。人間が自己の本性を表現できるようにすることが労働の人間化である。これを
実現するための組織形成の方針が問題となるが、その具体的内容としては、職務設計、分権化、非専門化・非制度化、
職務満足、参加、役割の自由な選択などがあげられる。労働の人間化の方向については参加者の多くが賛同したもの
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第１図職場生活の構成
（日）人間的観点による労働をめぐる取引職瑚生活 経済的侭酬
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出所OECDOPoliCie8化ｒＬｉに、８Ｗｏｒｋ，1977
一九七四年の会議では意見の対立がなお大きかったが、その後、各国政府のグループ（産業委員会および労働力社
会問題委員会のもとに設けられていた企業内環境に関する合同作業委員会）で政策に関する検討がすすめられ、国別
レポートを集約する形で、専門家（【⑦目の二三二の同．”】・冨己のゴ・円の）報告がまとめられた。この専門家報告を基礎
として、合同作業委員会による「職場生活に関する諸政策」が作成され（一九七六年九月）、これは、七七年五月の
ＯＥＣＤ理事会で承認された［５〕）。これが、ＯＥＣＤの関連問題に関する基本的文書である。「諸政策」の重要な
点は、政策の対象となる職場生活の領域を明確化したこと、職場生活を改善するため、労使の役割を補足する立場で
政府が政策を講ずべきであるとしたことであろう。「諸政策」の基礎となった専門家報告は、公的な文書そのもので
はないが、その付録となっており、背景となる考え方を説明しているから、これについてみよう。
職場生活は、個人にとっても社会にとっても重要であり、したがって、政府は、国民の福祉と社会の利益のために、
その改善に責任がある。そこで、政策対象領域が問題となるが、専門家報告はこれを］○三｛のという新語で表現した。
その内容は第一図のように構成される。まず、⑧図では、労働者の生活が、］・三｛のと○鴎‐］○二庁に分けられ、そ
れらが相互に規制し合う。また、賃金などの経済的報酬以外の「人間的」側面が］○三｛のに含まれる。以上の関連の
も
と
で
］
・
言
は
、
⑥
内
容
的
要
素
１
日
仕
事
の
内
容
（
職
務
の
性
格
組
織
）
、
。
仕
事
の
環
境
⑪
手
続
的
次
元
と
い
う
構
成
を持ち、③。仕事の環境は、①職場の物的作業環境（照明、スペース等）および施設（休憩室、食堂等）、②身体的・
国
際
機
構
に
お
け
る
労
働
の
人
間
化
政
策
七一
の、分析の枠組をいかに設定するか、労働の人間化の具体的方策などについて対立する見解があり、また、労働組合
の代表者の見解は概して批判的であった。参加者の立場の多様なこの会議では前掲の三つの会合に比較し、意見の対
立
が
大
き
か
っ
た
と
言
え
よ
う
。
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精神的健康と安全、③労働時間の長さと勤務制度、④職務または企業における雇用の保障、⑤賃金形態および構成
（水準は含まれない）、⑥昇進の機会、⑦付加給付（病気休暇手当、貸付金等）、③福祉サービスおよびレクリエー
ション施設、⑨仕事における職場の仲間、以上が主要な内容である。これらから判断して、］・ニォの訳語に「職場
生活」を採用することとしよう。この職場生活の特徴は、まず、経済的、技術的、法律的などと区別して「人間的」
側面に限定していることである。「人間的」といっても、概して、生理的・心理的および社会学的側面が考慮される
こととなろう。また、経済的、技術的、法律的側面を切り離し得るか否かには疑問がなくはない。例えば、労働時間
の長さは、生活の型に影響するとの観点から職場生活の実質的要素となるが、これを短縮しようとすれば、重要な経
済的問題となることは明らかである。技術的側面を考慮しない作業組織は考えられない。また、①！③を労働組合が
交渉によって改善に成功し、協定に達した場合、その運用をめぐって権利に関わる問題が生じる可能性がある。しか
し、ウォーカー等の見解は、職場の労働者が、生理的、心理的、社会学的等の要求をもっていること、あるいはそれ
らが抑圧されていることに着目し、それを政策対象と規定するものと解され、従来のＯＥＣＤにおける論議を明確に
限定したと言える。この、職場生活の定義によれば、国民経済的な雇用問題、および賃金水準は除外される。他方、
内容的には、職務設計と作業組織、人事・労務および参加（職場レベルから企業レベルまで）が含まれることとなる。
専門家報告は、職場生活の改善を迫る長期的要素を多数列挙している。これらを筆者の理解によって整理して示せ
ば以下のとおりである。第一に社会経済的背景が変化したこと、とくに生活水準の向上および新しい質の教育と教育
水準の上昇があった。第一一にこのことを背景として、労働者の意識・態度・行動に変化を生じた。生活尊重的な行動
（例えば昇進的転勤の拒否）が現われるとともに、職場外の生活の豊かさとそこにおける民主主義を職場生活でも実
現することが求められるようになった。消極的には、労働者に好まれない仕事での採用難（外国人労働者の採用）、
欠
勤
の
増
大
な
ど
を
生
じ
た
。
第
三
に
、
こ
れ
ら
の
問
題
に
つ
い
て
マ
ス
・
メ
デ
ィ
ア
に
よ
る
宣
伝
が
あ
り
、
国
民
の
意
識
を
反
映
し
て
政策目標としても、生活の質をそれ自体として目的とすべきであるとの見地、貧しい職場生活の犠牲を当該労働者の
み
が
負
担
す
べ
き
で
は
な
い
と
の
見
地
、
企
業
は
ｌ
そ
の
行
動
が
生
活
の
質
に
影
響
を
も
つ
ゆ
え
に
ｌ
社
会
的
責
任
を
負
う
べ
き
で
あるとの見地による主張がなされるに至った。一方、職場生活の適切な水準への改善は生産性に貢献し得るとの経験
が蓄積され、新しい政策目標を掲げることは現実性をもってきた。
専門家報告は、生活の質の向上が、民主主義的国家の独自の政策課題となる以上、その一環として職場生活の改善
も当然その一部となると考えている。しかし、同時に、伝統的な社会政策、経済政策からしても、作業条件の特別に
悪い部分の改善、労使関係の円滑化、能率の改善のために、職場生活の改善が必要となることも示唆している。
ところで、職場生活の改善を政府の政策課題とする場合、いかに政策を行なうかが問題となる。職場生活の改善は、
企業内における問題であるところから第一次的には、個別経営者および従業員（その代表としての、工場委員会、労
働組合）の課題である。そこで、政府の役割は、論理的には、補足的なものとなるが、実際上は広範な課題に取り組
まなければならない。保護の面では、前掲①ｌ③などについての法制の見直しと有効な実施、促進・助成の面では、
政府による政策宣言、雇用主としての政府の職場生活改善、財政的助成、企業の社会的責任の確保、調査研究・教
育・助言、経営における意思決定への参加の促進などが課題となる。さらに、評価の方法を開発し、それによって状
況を監視し、改善例を集め宣伝することも必要となる。
専門家報告では、以上のほか、次のような指摘ないし示唆を行なっている。そのひとつは、困難な経済状況のもと
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四
で、職場生活改善の関心は弱まっているが、伸縮性のある組織が求められることなどから、短期的にも関心が回復す
るであろうと予想している。つぎに、職場生活の良否の状況の判断基準を問題としている。すなわち、職場生活の改
善が労働の人間化であるとすれば、何がその内容をなすか、何がより人間的かの問題である。結論的には、限定づき
で当事者である労働者による評価をもっとも尊重すべきであるとみなしている。彼らによれば、労働者の評価に意識
調査を用いることは、方法上の欠陥もあり不適当であるとし、労働者の態度よりは行動を重視する。また労働者の評
価も修正を要する。例えば、新化学物質の有害性は科学的判断によらなければ解らないし、また、労働者は安全措置
を軽視して行動するような場合もある。したがって、判断基準には科学的判断も加えられなければならない。このよ
うに、職場生活の改善の判断基準についての方向を示唆しているが、その具体化は政策の課題とされている。
ま
た
、
専
門
家
報
告
は
、
労
働
者
、
企
業
、
社
会
全
体
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
費
用
便
益
分
析
的
考
察
を
行
な
っ
て
い
る
。
労
働
者
に
関するものでは、心理的な側面が重視されて、利益とコストが対比されているのに対して、企業についてはほぼ経済
的な側面が中心である。しかし、狭く生産性に限定せず考察している。社会に関しては、経済的側面が中心である。
作業委員会の報告では、社会に関する部分をうけて、職場生活の改善がコストの増大を招くことを警戒しつつも、長
期的にこれを負担してゆこうとしている。
専門家報告は、国の政策を主題としているために、職場生活改善のため、企業内でどのような方法が採用されるか
については立入って論じていない。しかし、職場生活は、生理的・心理的・社会学的側面からとらえられているので
あるから、経営者はそれらの関連科学による方法を用いることになるであろう。また、手続として参加が強調されて
い
る
か
ら
、
こ
れ
に
よ
っ
て
、
個
別
的
改
善
に
あ
た
り
、
労
働
者
、
経
営
者
の
利
害
得
失
が
調
整
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
と
推
測
以上のほか、ＯＥＣＤについては、社会指標の作成、総合的社会政策（福祉政策）および、教育と労働の関係の弾
力
化
政
策
を
労
働
の
人
間
化
と
関
連
し
た
活
動
と
し
て
あ
げ
な
け
れ
ば
な
る
ま
い
。
こ
れ
ら
を
通
じ
て
、
生
活
を
全
体
と
し
て
総
合
的
に
把握しようとする共通の発想があるように思われる。社会指標は、国民所得またはそれをもって測られる経済成長が
福祉の指標として十分でないとの認識から出発して、生活関連指標を総合しようとするものである。その一部として
職場生活の指標を含んでいる。生活の質を量的に把握しようとしているとも解釈され、指数作成上の困難を伴ってい
る。総合的社会政策は、個人のライフ・ステージに対応して展開される個別の福祉政策を総合的に見直そうとしてい
ると考えられる。教育と労働の関係の弾力化は、教育と労働が個人の生涯の時期別に画然と区別されている状況を打
破しようという試みで、少なくともこの両領域を統合し、技術変化に対応するとともに個人にこれらについての選択
の自由を認めようとするものである。
生活を全体としてとらえ、職業生活をその一部として位置づけることは、ウォーカー等の報告では前提としている
国
際
機
構
に
お
け
る
労
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の
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間
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七五
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。
以上のほか、ｏ石
「
諸
政
策
」
に
よ
り
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
政
策
は
一
応
結
論
に
達
し
、
そ
れ
以
降
は
、
加
盟
国
が
こ
れ
を
尊
重
し
て
そ
れ
ぞ
れ
政
策
を
立
案
実施する道義的責任を負うべき段階に達し、今日に至っている。ＯＥＣＤ自身としては、「諸政策」以降、関連活動
を縮小している。その理由としては、政策形成が一段落したことのほか、ＯＥＣＤ自体が経済政策的分野を中心とし
ており、失業・インフレーションなどのより切実な経済的問題に比較して、職場生活の問題に対する関心が後退した
こ
と
、
ま
た
Ｉ
Ｌ
Ｏ
、
Ｅ
Ｃ
の
活
動
と
重
複
す
る
面
が
あ
っ
た
こ
と
、
こ
れ
ら
が
緊
縮
的
な
事
務
局
の
予
算
配
分
に
反
映
し
た
こ
と
を
あ
される。
ＯＥＣＤの労働人間化政策について、他の国際機関と比較した場合、まず、政策領域「職場生活」を明確に示しか
つ公共政策の必要性を認めたことが特色である。これは、積極的な貢献と言えよう。しかし、ＯＥＣＤは、経済政策
の共通的討議の場としての性格から、職場生活に関する政策を提起しつつも、少なくとも差当りは、それが優先度の
低
い
も
の
と
な
っ
て
い
る
こ
と
、
経
済
政
策
に
整
合
し
易
い
形
式
で
生
活
の
質
に
関
す
る
問
題
が
提
起
さ
れ
て
き
た
こ
と
も
そ
の
特
徴
で
あると言えよう。最後の点について言えば、政策を取扱った作業委員会が、企業内環境という経営に関する名称をも
っていたことが象徴的である。
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が、明確に展開されなかった。生活中心的な意識に沿って政策を発展させれば職場生活自体が重要であるとの基本命
題と対立しかねなかったためであろう。両者が矛盾しないまでも職場生活の重要性を強調し難くなる。個人を焦点と
して福祉と政策を見直すことは、個人が総合的な個性である限りは有用なことであろう。しかし、総合化は、それに
伴う問題も含むのである。職場生活についてみれば、個別的分野で緊急切実な問題が存在している際に、総合的な視
点、とくに社会指標では、それを見失うおそれがある。このことは、ウォーヵー等の報告が指摘している通りである。
総合化は、ＯＥＣＤの得意とする費用便益分析と結合すると効率の悪い既存の福祉を切り捨てる論理と連るおそれも
あろう。参考
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労
働
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を
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と
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が
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。
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で
は
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生
活
の
質
の
向
上
、
そ
の
一
部
と
し
て
の
労
働
生
活
の
質
の
向
上
と
い
う
理
解
に
立
っ
て
い
る
と
言
え
よ
う
。
と
こ
ろ
で
、
こ
の
よ
う
な
意
味
で
の
Ｅ
Ｃ
の
「
労
働
の
人
間化」では、広狭三つの区別ができるようである。第一は、生活・雇用条件の改善を意味する広義のものである。賃
金水準もこの中に含まれる。第二は、「雇用条件の人間化」というべきもので、職場の労働者を圧迫し、その発達を
阻んでいる諸条件の改善である。ここでは、作業環境と職場の安全と健康、交替勤務制、作業組織などが問題とされ
る。第三は、このうち、仕事の内容、作業組織を労働者の要求に合わせて改善することで、もっとも限定された意味
で
あ
る
。
し
か
し
、
同
時
に
も
っ
と
も
新
し
い
分
野
で
あ
る
。
第
二
の
部
分
に
は
伝
統
的
な
分
野
も
含
ま
れ
る
が
、
そ
の
問
題
の
取
り
組
みが新しい場合もある。
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七
１
Ｅ
Ｃ
社
会
政
策
の
推
移
と
概
況
ＥＣは、三つの共同体条約を基礎として成立しているが、その中で、社会的問題の解決・改善を目指すことがうた
われている。石炭鉄鋼共同体（ＥＣＳＣ）では、生活・労働条件の向上が共同体の目的のひとつであり、とくにこの
点が明確であった。経済共同体（ＥＥＣ）は、その名称の示すように経済的統合を目指し、そのため労働力の地域的
流動、産業の均衡的な発展などのための政策が必要であった。生活・労働条件を引き上げる方向で調和することが条
約に盛り込まれているほか、職業訓練についての共通政策の樹立、「ョＩロッ。〈社会基金」（同巨Ｈ・己の目の。Ｑ四一司巨且）
の設定の取り決めがあった。原子力共同体（団日日・日）では、労働者と住民の安全の確保が課題であった。以上のよ
うに、生活・労働条件の向上のような一般的・究極的な目的も条約に掲げられていたが、ＥＣの、一九七○年代初め
までの、社会的分野における政策は、概して限定した領域におけるものであった。具体的には、共同体内の移民につ
いての諸権利、社会基金による職業訓練の促進、男女同一労働同一賃金および安全衛生の確保などであった。
一九七一一年十月、。ハリで開催された加盟国首長の会議のコミュニケで、経済の発展はそれ自身が目的でなく、生活
水準の上昇と均等化、および生活の質の改善がもたらさるべきだと述べこのため、委員会が行動計画を作ることを
要請した。これ以降、ＥＣは、社会的分野で積極的・包括的に政策を推進する姿勢を示すようになった。
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ＥＣが構成国統合の実質を高めるにあたり登場してきた社会的諸問題に対する政策（社会政策）の展開の中で、右
のような三層の概念がｌ必ずしも意識的にではなく用語も統一されているとは言えないがｌ政策の展開とともに
生まれてきた。政策と概念についてみよう。
ＥＣ委員会は、七一一一年十月に「社会行動計画」（《《の○○国｝缶昌・口印。、日日日のご）を理事会あて提出した。これは、
中・長期的にすすめようとする政策を網羅した、基本的な文書である。
ところで、この包括的な諸政策は、つぎの三分野に分類されている。①完全、かつ、より良い雇用、②生活・雇用
条件の改善、③参加と産業民主主義。ＥＣは、「労働の人間化」といった論争的な用語でなく、生活・雇用条件とし
てより具体的に問題分野を設定したとも考えることができよう。まず、生活・雇用条件の群に含まれないものとして
①の雇用があげられるが、行動計画では量的側面のみでなく質的側面まで含めた表現を使用している。実際に「より
よい雇用」の内容としては、経済的理由から地域間移動を強制されない状態、潜在的能力の開発をも考慮した上での
能力に見合った仕事の確保、技術革新・構造的不均衡への対応である。具体的には、社会的に不利な地位にある層へ
の対策が掲げられている。労働条件にも関するが、労働市場政策的なものが中心であると言ってよい。つぎに③であ
るが、その主な内容は、労働者重役制などの代表による企業レベルでの参加、大量解雇の際の事前協議、ＥＣの政策
決定にあたっての参加などで、職場レベルの参加は含まれていない。
以上によって、生活・雇用条件の外側が描かれたが、②の内容が問題となる。まず、生活と雇用条件が同じ領域に
含まれていることは、ＥＣ的な発想として注目されなければならない。これは、生活全体の質のなかで労働生活の質
を位置づけ、かつ社会生活の細胞としての家族を擁護するとの構想を反映している。生活条件の面で登場しているの
は、社会保障、福祉施設、貧困対策、公衆衛生、福祉住宅、資産形成などである。
雇用条件の面では、賃金と労働時間、安全衛生と作業環境、作業組織に関する政策である。賃金については、最低
賃金、男女同一賃金のほか、所得政策を想定する叙述があり一般水準を含んでいると考えられる。労働時間について
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七九
最
後
に
、
環
境
・
生
活
・
雇
用
条
件
改
善
に
関
す
る
Ｅ
Ｃ
レ
ベ
ル
の
研
究
機
関
の
設
置
を
提
案
し
た
。
こ
の
機
関
は
、
作
業
組
織
そ
の
他の新しい問題について政策形成に寄与する責任を与えられていた。
「社会行動計画」の構成からすれば、「労働の人間化」に見合うのは、生活・雇用条件の改善のうち、雇用条件の
部分であろう。すなわち、生活条件との密接な関係を認めた上での雇用条件である。その内容は、主として伝統的に
労働条件とよばれてきたものである。賃金水準もこの中に含まれる点で、ＯＥＣＤの職場生活とは異るが、社会的関
係での雇用が除かれていることは同じである。新しい項目として作業組織が加えられていることも同様である。
「
社
会
行
動
計
画
」
の
提
出
を
受
け
、
意
思
決
定
機
関
で
あ
る
理
事
会
は
、
一
九
七
四
年
一
月
、
こ
れ
に
つ
い
て
の
決
議
を
行
な
っ
た
。
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八○
四十時間制を、年次休暇については最低四週を提案している。安全衛生と作業環境については、別の行動計画をまと
めるとしている（後述）。作業組織については、自動車産業の組立ラインを例とするような繰返し作業の分野があり、
ここに外国人労働者が集中していることを指摘している。この対策としてすでに、職務充実の手法があるが、単調労
働対策について全力をつくすべきであるとしている。なお、この項目と関連して、行動計画の童‐案にあたる「社会行
動計画のための指針」（一九七三年四月十九日）では、組立ラインを代表とする作業組織が人間能力、健康、安全に
及ぼす害悪を指摘しつつ、組立ラインの労働を廃止する意図をもって、直ちに研究を開始すべきであるとの結論を導
い
て
い
た
。
こ
れ
が
、
わ
が
国
で
ベ
ル
ト
・
コ
ン
ベ
ア
廃
止
の
政
策
と
し
て
報
道
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
れ
は
検
討
段
階
の
文書で、「社会行動計画」では、ベルト・コンベア廃止の文言は消えている。代わって、労働を非人間化し社会進歩
の
観
点
か
ら
受
け
入
れ
難
い
生
活
・
雇
用
条
件
を
つ
く
り
出
す
傾
向
の
あ
る
作
業
組
織
の
型
を
改
め
る
こ
と
が
、
職
務
充
実
の
目
的
で
あ
るとされた。
近が必要となる。
こ
れ
は
、
社
会
行
動
計
画
を
基
本
的
に
承
認
す
る
と
と
も
に
、
当
面
優
先
さ
せ
る
政
策
を
決
定
し
た
も
の
で
あ
る
。
政
策
領
域
を
三
つ
に
分
け
て
い
る
こ
と
は
「
社
会
行
動
計
画
」
と
同
様
で
あ
る
が
、
関
係
の
部
分
に
お
い
て
、
生
活
・
労
働
条
件
の
「
人
間
化
」
と
い
う
語
が
用いられている。これまでの表示によれば生活・雇用条件の人間化のために行動計画を樹立すべきであるとし、その
主
題
と
し
て
は
、
①
職
場
に
お
け
る
安
全
と
健
康
の
改
善
、
②
労
働
環
境
の
改
善
お
よ
び
職
務
満
足
の
増
大
に
よ
る
身
体
的
・
心
理
的
ス
トレスの除去、③責任ある仕事につき、資格を高める機会を拡大するような作業組織の改革があげられた。
この三項目は、その後、委員会により次のように具体化された。①「職場における安全衛生および健康の保護に関
する共同体計画指針」（一九七五年四月）、②「人間工学とリハビリテーシ贄ンＩ第三次研究計画」（同年十一月）可
③「作業組織の改革（労働の人間化）」（七六年六月）。この三つの文書については、それを支える主たる理論の分野
に
相
違
が
あ
る
こ
と
は
興
味
深
い
。
①
は
、
作
業
組
織
が
心
身
の
健
康
・
安
全
に
及
ぼ
す
影
響
を
考
慮
し
た
り
、
安
全
の
た
め
の
労
働
者
の
参
加
の
必
要
を
説
く
な
ど
、
問
題
に
対
す
る
新
し
い
接
近
に
言
及
し
て
い
る
が
、
自
然
科
学
的
知
識
と
法
制
に
よ
る
規
制
が
中
心
で
あ
る
と
言
っ
て
よ
か
ろ
う
。
②
は
、
標
題
の
通
り
人
間
工
学
の
応
用
で
あ
る
。
③
で
は
、
後
述
す
る
よ
う
に
、
社
会
・
技
術
シ
ス
テ
ム
論
を
理
論
的
支
柱
と
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
Ｅ
Ｃ
理
事
会
の
生
活
・
労
働
条
件
の
人
間
化
で
は
、
い
く
つ
か
の
科
学
を
援
用
す
る
総
合
的
接
ＥＣの労働の人間化に関する政策は、「社会行動計画」のなかで優先順位を与えられた、前記三項目を中心に進め
られることになった。このうち、七○年代に前進が著しかったのは、職場における安全と健康に関するものであった。
七五年の指針は討議を経て、七八年六月の理事会の決議となり、ここから労働環境の保護に関する基本的枠組を定め
た指令（八○隼六月）が生まれた。これにもとづき、いくつかの有害物質に関する規制に関する指令案が作成された。
国際機構における労働の人間化政策
八一
２『作業組織の改革（労働の人間化）』
前項で紹介したように、ＥＣ委員会は、’九七四年一月の閣僚理事会決議の関連項目を具体化するものとして表題
の書信（〔３〕）を七六年に、理事会あて提出した。この書信では、労使の了承を得た付録の部分で労働の人間化につ
いて系統的に論じているほか、ＥＣ当局の基本的立場が表明されている。
まず付録の部分であるが、「労働の人間化」を、書信の主題が示すように作業と組織の改革（職務設計を含む）に狭
く限定している。すなわち、この文書に関する限り、労働の人間化は「作業組織の人間化」を意味している。これは、
よ
り
広
い
生
活
・
雇
用
条
件
の
一
部
で
あ
る
。
こ
の
文
書
に
よ
る
と
、
生
活
・
雇
用
条
件
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
、
問
題
領
域
ご
と
に
立法や団体交渉、労使協議などによって、取り扱われ向上してきたが、作業組織については、技術によって規定さ
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八二
これに対して他の二項目については政策で取扱い得るほどに研究が進んでいないこともあり実際面はほとんど進展が
みられない。前記「作業組織の改革」を検討した理事会は、「労働条件の人間化」について努力する必要を認め、最
初に連続操業における交替制の問題を取り上げるべきであるとした（一九七六年十二月）。これは、委員会の書信の
主題から外れていると考えられる。
一九八○年代に入るとともに、ＥＣにとっては大量失業の対策が重点となってきた。雇用機会の増大の観点から労
働時間をめぐる問題が関心を集めているといった事情はあるが、生活・雇用条件の分野での改善を期待することは困
難になっている。しかし、最近ＥＣが刊行した広報資料（〔１〕）でも、社会進歩の観点から、作業組織の改革を推進
する必要を認めている。
文
書
は
、
労
使
（
と
く
に
労
働
組
合
）
の
立
場
い
か
ん
に
か
か
わ
ら
ず
、
企
業
内
外
の
条
件
か
ら
労
働
の
人
間
化
が
必
要
に
な
っ
て
い
るとしているが、これを整理して示せば、目事実的側面として、①物的生活条件が向上し生活の質が、仕事の内外で
求められる傾向、②教育水準の向上と若者の労働に対する態度の変化、③企業の社会的責任の考え方の一般化、④企
業内における技術革新などの影響があげられているほか、②経済共同体の課題と関わって、⑤国際競争力の強化（生
産性と品質の面で）の必要性、⑥外国人労働者の地位の改善および採用が困難化していることへの対応、⑦共同体内
での後進地域での産業発展の要請（新しい作業組織を利用して）、②またより一般的な課題と関わって、③作業組織
を仕事を通じて職業能力を発展させ得るものとする必要性、などである。曰①ｌ③は、経済的繁栄の時期に労働者お
よび国民の態度の変化として広く指摘されて来たものであるが、④の技術革新は、新技術の産業への適用として石油
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れ、かつ経営者が一方的に決定してきた。すなわち、労働者の代表組織などの主たる関心は、仕事の内容ではなくそ
の物的・経済的報酬の方面にあった。労働の人間化は、この仕事の内容を問題とするものである。その点で、生活・
雇用条件のうち新たな分野ということができる。そこで「人間化」の意味であるが「労働の状況を労働者（の必要）
に適合させること」である。そこで、これをさらに展開して、労働の人間化は、労働の状況に影響する決定に参加し、
またより有意味で満足しうる職務を行ないうるように、労働過程の設計、労働者間の関係および経営の構造を変更す
る
こ
と
で
あ
る
と
説
明
さ
れ
て
い
る
。
文
書
は
さ
ら
に
、
労
働
の
人
間
化
は
、
①
職
場
レ
ベ
ル
を
中
心
と
す
る
意
思
決
定
へ
の
参
加
、
お
よ
び
②
職
務
満
足
を
促
進
す
る
こ
と
に
よ
り
効
率
と
生
産
性
の
向
上
を
図
ろ
管
理
の
方
法
と
符
合
す
る
と
理
解
し
て
い
る
。
①
は
、
Ｅ
Ｃ
が
各
レ
ベ
ル
で
の
参
加
を
推
進
し
よ
う
と
し
て
い
る
こ
と
、
②
は
、
Ｅ
Ｃ
が
生
産
性
を
重
視
し
て
い
る
こ
と
と
関
連
し
て
い
る
と
考
え
ら
れる。
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危機以降、急速に展開しているものである。また、作業組織の変更が積極的な経済的・社会的機能を果たし得るとの
期待が、⑤ｌ③に述べられていると解される。このことは、少なくともこの時点までは、石油危機以後も作業組織の
改革が、現実的課題であると委員会が認識していたことを示している。
労働の人間化の方法は、多様であるとしつつも、職務充実、職務拡大、職務転換、半自律的作業集団などが有望で
あると指摘し、職場における労働者の必要、したがって職務の備えるべき条件の定式化との関係で、とくにタピスト
ックの研究を評価している。このように、この書信では、労働の人間化を基礎づける理論として社会・技術システム
論
を
想
定
し
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
も
っ
と
も
、
社
会
行
動
計
画
で
は
、
人
間
工
学
の
利
用
を
こ
の
課
題
と
は
別
項
目
と
し
て
設
定
し
て
いるという便宜的事情もあり、仕事を労働者に適合させる方法として、社会・技術システム論のみを強調しているの
か
ど
う
か
、
明
ら
か
で
な
い
。
労働の人間化の推進については、労使が主たる役割を果たすこととなるが、政府も、研究や知識の交換、使用者と
して問題ある職務の改善を図ることや立法（例えば利潤の一定割合を関連の目的のために利用するようにする措置）
の分野で役割を果たすべきものとしている。
書信の本文の部分でもっとも基本的な点は、全体としての生活の質の向上の中心的部分として労働生活の質の向上
が必要であると認め、すべての労働者が、なすに値する仕事ができるように、職務の再設計、作業組織の変更を推進
することが、ＥＣの課題であるとしたことである。
そ
の
ほ
か
、
注
目
す
べ
き
点
を
あ
げ
る
と
、
第
一
に
、
参
加
と
の
関
係
の
重
視
で
あ
る
。
職
務
再
設
計
と
作
業
組
織
の
変
更
は
、
そ
れ
自身が伸縮性に富んだ参加であり、また、その導入にあたっても、労使協議と参加の制度が有効であるとしている。
３
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
生
活
・
作
業
条
件
改
善
財
団
このＥＣの機関は、「社会行動計画」が作成された際、新しい問題領域における科学的知識の発展と交流の機関と
して設けられた。新しい問題領域で政策を推進するためには、その問題の状況、発生要因が理論的に把握され、それ
に即して対策が構成されなくてはならない。この機関は、このような意味で、ＥＣの労働人間化政策実現のための、
第一段階として設けられたものである。したがってこの機関の構成や機能から、ＥＣ自体の政策の意図を読みとるこ
とができる。また、その研究主題は、ＥＣにおける関連問題の所在を示している。この観点からこの機関について述
くる。
この論点は、ＥＣが各レベルでの参加を推進していることと不可分である。第一一に、労働の人間化の生産性への寄与
を強調している。労働者の能力が新しい作業組織のもとでより有効に発揮されるとの理解によるものである。この理
解により、人間化の要請と生産性の上昇が対立することはあり得ないとの楽観的意見を表明している。書信では、さ
らにここから、生産性向上のため、新しい作業組織を利用できると論じている。書信はまた、具体的なＥＣの政策と
して、ヨーロッパ生活・作業条件改善財団による貢献と、研究課題、ＥＣ委員会の当面の課題について提案している。
以上、この文書全体としては、労働の人間化の概念を、狭く作業組織の変更に限定した上で、加盟国政府およびＥ
Ｃがこれを推進すべきであると認め、同時にこれをＥＣの経済的・社会的課題を果たすための有力手段として位置づ
けたと言えよう。
この機関は、一九七五年五月の理事会規則によって構成され、実際の活動はほぼ七七年から始められている。規則
国
際
機
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け
る
労
働
の
人
間
化
政
策
八五
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八六
に
よ
れ
ば
、
設
置
の
目
的
は
、
よ
り
よ
い
生
活
・
雇
用
条
件
の
た
め
の
計
画
と
実
現
の
た
め
に
、
必
要
な
知
識
を
深
め
、
普
及
す
る
こ
と
である。生活条件が含められていることは、もちろんＥＣの立場の反映である。なお、一般環境が生活条件を左右す
るところから、環境対策として研究機関の設置が要請されていたという経過があり、機関の目標を雇用条件のみに限
定しないひとつの背景となっているようである。規則前文は、七四年一月の理事会決議にある、生活・労働条件の人
間化という目的に言及し、生活。雇用条件一般ではなく、限定された新しい分野が中心課題であることを示唆してい
つぎに、規則は、この機関が、中・長期の問題を、実際に即して取扱い、ＥＣの政策を反映するとともに政策形成
に役立つようにすることを期待している。例示的にあげている主題は、職場における人間（曰目９コ・烏）、作業組
織とくに職務設計、特定層の問題、環境改善の長期的側面、人間活動の空間的時間的配分である。なお特定層への言
及は、外国人労働者、婦人などに問題が集中しており生活・雇用条件が低いという問題意識によるものであろう。財
団は、自らを紹介する文書のなかで、生活・雇用条件とは、生活の質の向上を重視する最近の社会学的現象を示す新
しい概念であるとした上で、①労働と日常生活における安全と健康の保護、②生活におけるあらゆる種類の圧迫（例
えば、単調労働、通勤の困難）の緩和と、③自己実現などのための機会の増大（手続と政策を含む）が、要求されて
いる質の内容であると論じている。これは七四年一月決議を展開したものであろう。ここから「職場における人間」
が、およそ何を意味するか推測されるとともに、財団が「生活の質」を主題とすると自己理解していることが分かる。
財団の機能は、その目的のため情報を集めるとともに科学的知識を深め、それを普及することである。実際には、
委託による調査研究、その結果についての検討セミナー、報告書の公表、関連機関との情報交換などである。用いら
る。
れる学問的方法はインター・ディシプリナリ１であることが明示されている。また、その内部組織としては、管理委
員会（各国政府、各国の労・使代表、ＥＣ委員会の四者構成）、専門家委員会、事務局長がおかれる。管理委員会が
もっとも重要な意思決定機関である。財団はまたＥＣと予算・人事については密接に関連を保つことになっている。
組織の特色は、ＥＣの労使の政策参加をここでも実現しようとしていることである。
財団は、中・長期の課題を扱うこととされていることに伴い、事業計画も中期で組まれ、第一次は一九七七’八○
年、第二次は八一’八四年が計画期間である。第一期には、交替勤務、作業組織がまず緊急な課題として取り上げら
れた。そのほか、賃金制度、職場における物的心理的なストレス、技術発展の影響などが取り上げられた。第二期に
は、これらを継続するとともに、生活条件関係として、「労働時間とレジャー時間」「運輸」（通勤問題など）が加え
られた。継続課題に、依然として作業組織と交替勤務制がある。前者では、技術革新による作業組織の変化、事務分
野での技術革新など、新技術導入の影響と対策が取り上げられることとなる。後者は、ＥＣ理事会が交替勤務制を原
則としてなくしてゆく含みで決議をしていること（一九七六年十二月）から、重要課題となっているものである。以
上
、
選
択
さ
れ
た
主
題
に
は
、
労
働
の
人
間
化
を
め
ぐ
る
、
問
題
と
政
策
的
関
心
の
推
移
が
反
映
さ
れ
て
お
り
、
雇
用
条
件
の
み
に
限
っ
て言えば、まず、労働者を圧迫する要素として、単調労働などの作業組織、能率給制度、交替勤務制が取り上げられ、
次いで、新技術の発展とその現場および事務部門への応用に伴い作業組織に新たな問題が加わったのである（未完）。
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